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議第１号 

令和７年度各務原市一般会計予算 

 

令和７年度各務原市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ63,020,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債

務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地

方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、500,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当

等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用と定める。 

 

    令和７年３月６日提出 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 市税  ２２，７９０，８８０

1 市民税  ９，７５８，０８９

2 固定資産税  １０，２２９，４２５

3 軽自動車税  ４１２，１１３

4 市たばこ税  ７３０，０００

6 入湯税  １，０００

7 都市計画税  １，６６０，２５３

2 地方譲与税  ４３９，６６４

1 地方揮発油譲与税  ９０，０００

2 自動車重量譲与税  ３３０，０００

4 森林環境譲与税  １９，６６４

3 利子割交付金  ８，０００

1 利子割交付金  ８，０００

4 配当割交付金  １６７，０００

1 配当割交付金  １６７，０００

5 株式等譲渡所得割交付金  ２２８，０００

1 株式等譲渡所得割交付金  ２２８，０００

6 法人事業税交付金  ３２１，０００

1 法人事業税交付金  ３２１，０００

7 地方消費税交付金  ３，６００，０００

1 地方消費税交付金  ３，６００，０００

8 ゴルフ場利用税交付金  １５，０００

1 ゴルフ場利用税交付金  １５，０００

款 項
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(単位：千円)

金    額

9 環境性能割交付金  ５８，０００

1 環境性能割交付金  ５８，０００

10 国有提供施設等所在市町村  ４００，０００

助成交付金

1 国有提供施設等所在市町村  ４００，０００

助成交付金

11 地方特例交付金  １８０，０００

1 地方特例交付金  １５０，０００

2 新型コロナウイルス感染症  ３０，０００

対策地方税減収補塡特別交

付金

12 地方交付税  ４，２００，０００

1 地方交付税  ４，２００，０００

13 交通安全対策特別交付金  １５，０００

1 交通安全対策特別交付金  １５，０００

14 分担金及び負担金  ２６１，４１５

2 負担金  ２６１，４１５

15 使用料及び手数料  ５１６，０１７

1 使用料  ３４３，２０７

2 手数料  １７２，８１０

16 国庫支出金  １１，９６４，２３３

1 国庫負担金  ８，４９３，０４０

2 国庫補助金  ３，３６１，４１３

款 項
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(単位：千円)

金    額

3 委託金  １０９，７８０

17 県支出金  ４，７４６，０９９

1 県負担金  ３，１９４，９８２

2 県補助金  １，２０４，５１７

3 委託金  ３４６，６００

18 財産収入  １４９，２６６

1 財産運用収入  １４４，２６６

2 財産売払収入  ５，０００

19 寄附金  ５０１，０００

1 寄附金  ５０１，０００

20 繰入金  ２，７０５，１４４

1 基金繰入金  ２，７００，０００

2 特別会計繰入金  ５，１４４

21 繰越金  ８５０，０００

1 繰越金  ８５０，０００

22 諸収入  ２，４２５，４８２

1 延滞金・加算金及び過料  ２０，０１６

2 市預金利子  ４，４８０

3 貸付金元利収入  １０６，２００

4 受託事業収入  １４８，２２４

6 雑入  ２，１４６，５６２

23 市債  ６，４７８，８００

1 市債  ６，４７８，８００

款 項
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(単位：千円)

金    額

 ６３，０２０，０００歳　　入　　合　　計

款 項
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 議会費  ３５８，６９６

1 議会費  ３５８，６９６

2 総務費  ６，６２１，６１５

1 総務管理費  ５，１９２，３７６

2 徴税費  ７５１，４３８

3 戸籍住民基本台帳費  ３８８，７６４

4 選挙費  １３１，９７５

5 統計調査費  １１９，６３３

6 監査委員費  ３７，４２９

3 民生費  ２０，４１９，８４５

1 社会福祉費  ７，４５５，２２６

2 高齢福祉費  ６５９，７０８

3 児童福祉費  １０，５０３，８７５

4 生活保護費  １，７５３，６０１

5 国民年金費  ３９，１３５

6 災害救助費  ８，３００

4 衛生費  ５，９９９，５２４

1 保健衛生費  １，４７８，３２４

2 環境費  ４，５２１，２００

5 労働費  ６５，２８８

1 労働諸費  ６５，２８８

6 農林水産業費  ４６７，３４８

1 農業費  １２５，６６８

款 項
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(単位：千円)

金    額

2 畜産業費  ３３，２９２

3 農地費  ２５２，９３４

4 林業費  ５５，４５４

7 商工費  ９２３，３５４

1 商工費  ９２３，３５４

8 土木費  ４，８３９，８３９

1 土木管理費  ３２２，８４４

2 道路橋梁費  １，８８４，８０４

3 河川費  ９９，２１６

4 都市計画費  ２，２９６，４８３

5 住宅費  ２３６，４９２

9 消防費  ２，１４７，０１４

1 消防費  ２，１４７，０１４

10 教育費  １０，３４９，６３８

1 教育総務費  １，３４０，１４３

2 小学校費  １，５７４，４６５

3 中学校費  ８３２，９５３

4 特殊学校費  ２１４，４３６

5 幼稚園費  １，７４９，３７９

6 社会教育費  １，２０５，７３８

7 保健体育費  ３，４３２，５２４

12 公債費  ４，１７９，５２５

1 公債費  ４，１７９，５２５

款 項
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(単位：千円)

金    額

13 諸支出金  ６，５９８，３１４

2 繰出金  ６，４９４，１３６

3 基金費  １０４，１７８

14 予備費  ５０，０００

1 予備費  ５０，０００

 ６３，０２０，０００

款 項

歳　　出　　合　　計
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第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

４,７２２

令 和 ７ 年 度 か ら
令和１８年度まで

６０４,０８８

令 和 ７ 年 度 か ら
令和１２年度まで

６４,６８０

２,７３６

３,５９７

公 共 施 設 等 照 明 Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業
（ そ の ２ ）

産業文化センター非常用発電機更新事業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

１１７,４８０

結 婚 相 談 所 夜 間 相 談 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

公 共 施 設 等 照 明 Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業
（ そ の １ ）

令 和 ７ 年 度 か ら
令和１７年度まで

５６９,１８８

２,３１９,８１５

１,２８７

Ｒ Ｐ Ａ 運 用 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

会 議 録 等 作 成 業 務 委 託 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

６５９

議 会 タ ブ レ ッ ト 端 末 等 導 入 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令和１２年度まで

指 定 金 融 機 関 業 務 委 託 事 業
（ 令 和 ８ 年 度 更 新 分 ）

３,６３１

Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ 運 用 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

市 民 税 ・ 県 民 税 賦 課 事 務 用
パ ソ コ ン レ ン タ ル 事 業

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

２２４

情 報 関 連 業 務 第 ５ 期 最 適 化 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令和１３年度まで

戸 籍 へ の 振 り 仮 名 記 載 に 関 す る
法 制 化 対 応 事 業

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

１,００６

第 ６ 次 障 が い 者 計 画 策 定 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

２,２８４

市 民 税 ・ 県 民 税 賦 課 事 務
補 助 業 務 派 遣 委 託 事 業

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で
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（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

第１０期高齢者総合プラン策定事業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

３,４５３

保 育 所 午 睡 事 故 防 止 推 進 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令和１１年度まで

２,５２０

Ａ Ｅ Ｄ 更 新 事 業
（ 令 和 ８ 年 度 更 新 分 ）

令 和 ７ 年 度 か ら
令和１２年度まで

９,７３５

那加中央保育所空調設備等改修事業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

１２２,８８９

中 屋 保 育 所 外 壁 等 改 修 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

８９,６５０

令 和 ７ 年 度 か ら
令和１０年度まで

チョイソコかかみが
はらに係る協定書に
基 づ く 負 担 金 額

岐 阜 中 流 用 水 水 利 権 更 新 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

６,９８４

ふ れ あ い バ ス 運 行 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令和１２年度まで

ふ れ あ い バ ス
運行に係る協定書に
基 づ く 負 担 金 額

チ ョ イ ソ コ か か み が は ら 事 業

チ ョ イ ソ コ 広 域 連 携 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令和１０年度まで

チョイソコ広域連携
事業に係る協定書
に基づく負担金額

交 通 安 全 施 設 整 備 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

２５,０００

令 和 ７ 年 度 か ら
令和１２年度まで

１８３,６２４

道 路 維 持 補 修 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

１２０,０００

都 市 計 画 区 域 区 分 等 変 更 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

３,１３３

市 道 鵜 ９ ４ １ 号 線 道 路 改 良 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

２４４,５２７

都 市 計 画 道 路 犬 山 東 町 線
バ イ パ ス 用 地 取 得 事 業

一般会計 - 10 -



（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

新 総 合 体 育 館 総 合 運 動
防 災 公 園 整 備 運 営 事 業

令 和 ７ 年 度 か ら
令和３０年度まで

１５,９０３,１６２千
円に物価変動による増
減額を加算した額

防災行政無線（同報系）設備更新事業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

１１,８６８

教 育 ネ ッ ト ワ ー ク 更 新 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

１５３,２５７

学校適正規模・適正配置等計画策定事業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

１８,６８５

小 学 校 受 変 電 設 備 整 備 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

８７,３５７

坊 の 塚 古 墳 保 存 活 用 計 画 策 定 事 業
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

２,７２８

学 校 給 食 セ ン タ ー 調 理
業 務 等 委 託 事 業
（ そ の ２ ）

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

４,７５２

新 総 合 体 育 館 総 合 運 動
防 災 公 園 造 成 事 業

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

５９,３５３

新 総 合 体 育 館 総 合 運 動 防 災 公 園
整 備 運 営 モ ニ タ リ ン グ 事 業

令 和 ７ 年 度 か ら
令和１２年度まで

５７,３０３
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第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円 　 

 

　 

 

　 

 

１３２,２００稲 田 園 整 備 事 業

１０,１００

起債の方法

普 通 財 産 整 備 事 業

産 業 文 化 セ ン タ ー
施 設 整 備 事 業

庁舎等情報基盤整備事業

学習等供用施設整備事業 ２９,６００

福 祉 セ ン タ ー
施 設 整 備 事 業

６,２００

川島会館施設整備事業 １,９００

特 別 支 援 学 校
跡 地 整 備 事 業

２７０,２００

保 育 所 整 備 事 業 ９６,８００

あさひ子ども館整備事業 ４,６００

年5.0％以内

慈 光 園 整 備 事 業

１００,６００

２４０,１００

４３,１００

公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。

ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。

普通貸借

又は

証券発行

ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率
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起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円 　 
年5.0％以内

起債の方法

し尿処理施設整備事業 ９,５００

農 業 基 盤 整 備 事 業 １６,４００

産業振興施設整備事業 ２４,６００

１,３３７,２００

排 水 路 改 良 事 業

道 路 橋 梁 事 業 ８５２,７００

３,４００

４０,６００

航 空 宇 宙 博 物 館
施 設 整 備 事 業

火 葬 場 整 備 事 業

ごみ処理施設整備事業

都 市 再 生 整 備 事 業

一 般 会 計 出 資 債
（ 水 道 事 業 ）

５００

３,８００

街 区 公 園 整 備 事 業 ６３１,５００

２６１,５００

公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。

ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。

普通貸借

又は

証券発行

ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率
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起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円 　 

社会教育施設整備事業 １,７００

起債の方法

年5.0％以内

特 別 支 援 学 校
施 設 整 備 事 業

１,２００

２２,４００
教 育 施 設 情 報
基 盤 整 備 事 業

小 学 校 施 設 整 備 事 業

５００
消 防 施 設 等 情 報
基 盤 整 備 事 業

８７１,７００

消 防 施 設 整 備 事 業 １３３,４００

文 化 会 館 整 備 事 業 ６００

少年自然の家整備事業 １,６００

体 育 施 設 整 備 事 業 ７９６,９００

学 校 給 食 セ ン タ ー
施 設 整 備 事 業

２９,０００

４５８,６００中 学 校 施 設 整 備 事 業

公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。
ただし、市財

政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。

普通貸借

又は

証券発行

ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率
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起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円 　 

起債の方法

年5.0％以内

総 合 体 育 館 等
施 設 整 備 事 業

４４,１００

公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。
ただし、市財

政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。

普通貸借

又は

証券発行

ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率
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議第２号 

令和７年度各務原市国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和７年度各務原市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ13,144,470千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定

による一時借入金の借入れの最高額は、250,000千円と定める。 

 

    令和７年３月６日提出 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 

 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 国民健康保険料  ２，６４０，６２０

1 国民健康保険料  ２，６４０，６２０

2 使用料及び手数料  １，００２

1 手数料  １，００２

3 国庫支出金  ５０

1 国庫補助金  ５０

4 県支出金  ９，１３３，４５９

1 県補助金  ９，１３３，４５９

5 財産収入  １，１５０

1 財産運用収入  １，１５０

6 繰入金  １，２５１，１８９

1 他会計繰入金  ８３９，５９５

2 基金繰入金  ４１１，５９４

7 繰越金  １００，０００

1 繰越金  １００，０００

8 諸収入  １７，０００

1 延滞金及び過料  ２，５００

3 雑入  １４，５００

 １３，１４４，４７０

款 項

歳　　入　　合　　計

 国民健康保険事業特別会計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  １０３，２０８

1 総務管理費  １０３，２０８

2 保険給付費  ９，００３，７８９

1 保険給付費  ９，００３，７８９

3 国民健康保険事業費納付金  ３，６４５，０８６

1 国民健康保険事業費納付金  ３，６４５，０８６

4 保健事業費  １９２，３８７

1 特定健康診査等事業費  ９２，３５０

2 保健事業費  １００，０３７

5 諸支出金  １００，０００

1 償還金  １００，０００

6 予備費  １００，０００

1 予備費  １００，０００

 １３，１４４，４７０歳　　出　　合　　計

 

款 項

国民健康保険事業特別会計
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議第３号 

令和７年度各務原市介護保険事業特別会計予算 

 

令和７年度各務原市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ13,430,773千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定

による一時借入金の借入れの最高額は、100,000千円と定める。 

 

    令和７年３月６日提出 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 

 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 保険料  ３，０１６，０５３

1 介護保険料  ３，０１６，０５３

3 使用料及び手数料  ２３０

2 手数料  ２３０

4 国庫支出金  ２，９０８，０１３

1 国庫負担金  ２，３３８，６８２

2 国庫補助金  ５６９，３３１

5 支払基金交付金  ３，４９８，５９５

1 支払基金交付金  ３，４９８，５９５

6 県支出金  １，８３９，２５７

1 県負担金  １，８３９，２５７

7 財産収入  ２，７７０

1 財産運用収入  ２，７７０

9 繰入金  ２，１５９，３４５

1 一般会計繰入金  １，９５９，３４５

2 基金繰入金  ２００，０００

10 繰越金  ４，３００

1 繰越金  ４，３００

12 諸収入  ２，２１０

1 延滞金、加算金及び過料  １８０

2 預金利子  ３０

4 雑入  ２，０００

 １３，４３０，７７３

款 項

歳　　入　　合　　計

 介護保険事業特別会計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  １７７，７２６

1 総務管理費  １７７，７２６

2 保険給付費  １２，５２３，８９４

1 保険給付費  １２，５２３，８９４

3 地域支援事業費  ７１５，５６２

1 地域支援事業費  ７１５，５６２

4 保健福祉事業費  ３，１４７

1 保健福祉事業費  ３，１４７

6 諸支出金  ９，４４４

1 償還金及び還付加算金  ４，３００

2 繰出金  ５，１４４

7 予備費  １，０００

1 予備費  １，０００

 １３，４３０，７７３歳　　出　　合　　計

 

款 項

介護保険事業特別会計
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議第４号 

令和７年度各務原市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

令和７年度各務原市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算） 

１ 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ4,621,028千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 

    令和７年３月６日提出 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 

 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 後期高齢者医療保険料  ２，２６９，３７５

1 後期高齢者医療保険料  ２，２６９，３７５

2 使用料及び手数料  ９０

1 手数料  ９０

3 繰入金  ２，２８３，９２３

1 他会計繰入金  ２，２８３，９２３

4 繰越金  ６６，５００

1 繰越金  ６６，５００

5 諸収入  １，１４０

1 延滞金、加算金及び過料  ７０

2 償還金及び還付加算金  １，０１０

3 預金利子  ５０

5 雑入  １０

 ４，６２１，０２８

款 項

歳　　入　　合　　計

 後期高齢者医療事業特別会計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  ３３，２３３

1 総務管理費  ３３，２３３

2 後期高齢者医療広域連合納  ４，５８５，２８５

付金

1 後期高齢者医療広域連合納  ４，５８５，２８５

付金

4 諸支出金  ２，５１０

1 償還金及び還付加算金  ２，５１０

 ４，６２１，０２８歳　　出　　合　　計

 

款 項

後期高齢者医療事業特別会計
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議第５号 

令和７年度各務原市水道事業会計予算 

 

(総則) 

第１条 令和７年度各務原市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

(業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給 水 戸 数 ６３，８９３ 戸 

（２）年間総給水量 １７，５１２，８９１ ㎥ 

（３）一日平均給水量 ４７，９８１ ㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

改良事業費 １，６３３，０２３ 千円 

(収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 水 道 事 業 収 益 ２，８９８，１８４ 千円 

第１項 営 業 収 益 ２，３４０，３９４ 千円 

第２項 営 業 外 収 益 ５５７，７８９ 千円 

第３項 特 別 利 益 １ 千円 

支         出 

第２款 水 道 事 業 費 用 ２，８９１，９８０ 千円 

第１項 営 業 費 用 ２，７７２，１９９ 千円 

第２項 営 業 外 費 用 １０５，７８１ 千円 

第３項 特 別 損 失 ４，０００ 千円 

第４項 予 備 費 １０，０００ 千円 

(資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額９７７，６８５千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額９８，３８１千円、過年度分損益勘定留保資金６６６，７８５千円及び当

年度分損益勘定留保資金２１２，５１９千円で補てんするものとする。）。 

収         入 

第３款 資 本 的 収 入 ７８１，３９８ 千円 

第１項 負 担 金 ５１９，８９８ 千円 

第２項 企 業 債 ２６１，５００ 千円 
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支         出 

第４款 資 本 的 支 出 １，７５９，０８３ 千円 

第１項 建 設 改 良 費 １，６５３，８６６ 千円 

第２項 企 業 債 償 還 金 ９５，２１７ 千円 

第６項 予 備 費 １０，０００ 千円 

 

(債務負担行為) 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事 項 期 間 限 度 額 

活 性 炭 運 搬 処 分 事 業 
令和７年度から 

令和８年度まで 
３７，３６５千円 

水 道 管 路 耐 震 化 事 業 
令和７年度から 

令和８年度まで 
２７１，０００千円 

受託関連配水管等布設事業 
令和７年度から 

令和８年度まで 
２６，０００千円 

検定満期量水器取替事業 
令和７年度から 

令和８年度まで 
３７，２５７千円 

給 水 装 置 復 旧 修 繕 事 業 
令和７年度から 

令和８年度まで 
１，４００千円 

水道庁舎照明ＬＥＤ化事業 
令和７年度から 

令和１７年度まで 
１０，４６３千円 

水 道 事 業 出 納 取 扱 

金 融 機 関 業 務 委 託 事 業 

令和７年度から 

令和１２年度まで 
６，３３６千円 

水質改善処理施設整備事業 
令和７年度から 

令和８年度まで 
１，１９５，０４０千円 
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(企業債) 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

 

 

 

 

 

 

水 道 事 業 

千円 

 

 

 

 

 

 

２６１，５００ 

 

普通貸借 

又は 

証券発行 

 

年５．０％以

内 

 

 

公的資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合には借

入先と協定し、そ

の条件に従うもの

とする。 

ただし、市財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は繰

上償還若しくは低

利に借り換えする

ことができる。 

 

(予定支出の各項の経費の金額の流用) 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、営業費用、営業

外費用及び特別損失の間の流用と定める。 

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 ３４４，５３１ 千円 

(他会計からの補助金) 

第９条 水道事業費に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２０

８，９３５千円である。 

 (たな卸資産購入限度額) 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、４０，６００千円と定める。 

 

令和７年３月６日提出 

 

各務原市長  浅 野 健 司 

 

ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

資金について

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率 
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議第６号 

令和７年度各務原市下水道事業会計予算 

 

(総則) 

第１条 令和７年度各務原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

(業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）排 水 戸 数 ４４，７８９ 戸 

（２）年間総排水量 １２，８８２，７４６ ㎥ 

（３）一日平均排水量 ３５，２９５ ㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

汚水管渠建設費 １，５２４，４７０ 千円 

雨水管渠等建設費 ６２３，０００ 千円 

(収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１１款 下 水 道 事 業 収 益 ３，０８８，９３２ 千円 

第１項 営 業 収 益 １，７８１，１２２ 千円 

第２項 営 業 外 収 益 １，３０７，８１０ 千円 

支         出 

第２１款 下 水 道 事 業 費 用 ３，１３３，５２３ 千円 

第１項 営 業 費 用 ２，７７９，８５６ 千円 

第２項 営 業 外 費 用 ３５０，６６７ 千円 

第３項 特 別 損 失 ２，０００ 千円 

第４項 予 備 費 １，０００ 千円 

(資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額９６０，３７５千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額１０７，０２２千円、過年度分損益勘定留保資金６９３，３８９千円及

び当年度分損益勘定留保資金１５９，９６４千円で補てんするものとする。）。 

収         入 

第３１款 下水道事業資本的収入 ２，５０４，３１０ 千円 

第１項 負 担 金 １５９，６６８ 千円 

第２項 企 業 債 １，５２７，１００ 千円 

第５項 他 会 計 出 資 金 ８７，１４２ 千円 

第７項 補 助 金 ７３０，４００ 千円 



下水道事業会計 - 34 -  

 

 

支         出 

第４１款 下水道事業資本的支出 ３，４６４，６８５ 千円 

第１項 建 設 改 良 費 ２，２１８，００７ 千円 

第２項 企 業 債 償 還 金 １，２３６，４７８ 千円 

第５項 過年度補助金等返還金 ２００ 千円 

第６項 予 備 費 １０，０００ 千円 

 (債務負担行為) 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事 項 期 間 限 度 額 

水 洗 便 所 等 改 造 資 金 の 

融 資 に 係 る 利 子 補 給 金 

（令和７年度融資予定分） 

令和７年度から 

令和１１年度まで 
１２６千円 

下 水 道 支 線 ・ 

取 付 管 設 置 事 業 

令和７年度から 

令和８年度まで 
５，０００千円 

公 共 汚 水 ま す 等 

設 置 事 業 

令和７年度から 

令和８年度まで 
３２，０００千円 

下 水 道 事 業 出 納 取 扱 

金 融 機 関 業 務 委 託 事 業 

令和７年度から 

令和１２年度まで 
６，０７２千円 

(企業債) 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道 

事 業 

千円 

 

１，３１６，４００ 

 

 

 

普通貸借 

又は 

証券発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年５．０％以内 

 

 

公的資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合には借

入先と協定し、そ

の条件に従うもの

とする。 

ただし、市財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は繰

上償還若しくは低

利に借り換えする

ことができる。 

流域下水道 

事 業 
６８，７００ 

資 本 費 

平 準 化 
１４２，０００ 

ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

資金について

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率 
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(一時借入金) 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

(予定支出の各項の経費の金額の流用) 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、営業費用、営業

外費用及び特別損失の間の流用と定める。 

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 １５０，６２８ 千円 

 

令和７年３月６日提出 

 

各務原市長  浅 野 健 司 

 


